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研究成果の概要（和文）：本研究は、企業結合会計の測定問題について利益計算の観点から再検討するために、利益計
算に関する概念的な検討、利益計算と整合的な測定方法の検討、および具体的な測定問題の検討という3つに分けて調
査を行うものであった。これらは相互に関連しており、これら3つにまたがる研究の成果として、企業結合会計の取得
法に関連する負債の測定と損益計算、投資の性質に着目した資産負債評価の再整理、および日本企業のIFRSの初度適用
とのれんの影響がある。

研究成果の概要（英文）：The objective of this research was concepts of accounting income measurement, meas
urement methods consistent with the income measurement and specific measurement in accounting for business
 combinations. This research examined liabilities measurement and income measurement related to the acquis
ition method of accounting for business combinations, reconsideration of evaluation of assets and liabilit
ies based on investment nature and Japanese companies' IFRS initial application and goodwill.
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１．研究開始当初の背景 
2007年末から2008年初にかけて米国財務

会計基準審議会（FASB）および国際会計基
準審議会（IASB）によって公表された企業
結合会計の取得法（従来のパーチェス法）で
は、識別可能資産負債などに対して公正価値
測定の原則が設定された（FASB 2007a, 
paragraph 20; IASB 2008a, paragraph 18）。
このことを突き詰めれば、当初事後に関わら
ず、常に企業（事業）全体の公正価値を測定
したほうがよいという議論につながりうる
（ CFA Centre for Financial Market 
Integrity 2005 など）。しかし、このような主
張は、確実性下の完全完備市場のもとでしか
成り立たない（Beaver 1998 など）。さらに、
のれん価値を含む企業全体の公正価値、すな
わち企業価値が貸借対照表で報告される場
合、株価があればその企業価値は株価と等し
くなる。そうすると、貸借対照表や損益計算
書といった会計情報は、株価およびその変動
から導かれることとなるため、企業価値を推
定する投資家の意思決定に資するインプッ
ト情報としての役割を果たすことができな
い。このように考えると、FASB（2007a）お
よび IASB（2008a）は、会計情報そのもの
が必要ではなくなることにつながる自己矛
盾を抱えている懸念を提起しているように
思われる。 
企業結合会計の研究は、Wyatt（1963）や

武田（1982）などその蓄積は少なくない。本
研究が焦点を当てる企業結合会計の方法の 1
つである取得法は、購入取引以外にも適用範
囲を拡張するために従来のパーチェス法を
改称したものであるとされる。ただし、その
中身は、全部のれん方式の採用、バーゲンパ
ーチェスの企業結合における利得の認識、段
階取得における既存投資の再測定に伴う利
得の認識など、従来の規定とはかなり異なっ
たものも少なくない。このような大きな規定
の変更をもって、大きな基礎概念の変動があ
るとみる先行研究（金田 2010 など）もあれ
ば、既存の基礎概念で説明できるものもある
とみる先行研究（山内 2010 など）もある。
そのほか、関連が深い先行研究としては、た
とえば、利益計算の観点から連結会計や企業
結合会計の代表的な論点を検討している川
本（2002）や斎藤（2010）などがある。 
会計基準の国際的なコンバージェンス（収

斂）が進んでいる現状においては、会計基準
を国際的に比較する意味が薄れつつある一
方で、会計基準の中身の議論がより一層重要
になってきている。それは、基準設定に対し
て長年沈黙を保ってきた米国の会計学者の
重鎮たちが、公正価値会計を目指していると
思われる急速なコンバージェンスに一斉に
懸念を示し始めていることにみてとれる（た
とえば、Ball 2006; Penman 2007 など）。本
研究は、そのような会計基準の中身の議論に
資するものである。 
 

 
２．研究の目的 

2007年末から2008年初にかけて米国財務
会計基準審議会（FASB）および国際会計基
準審議会（IASB）によって公表された企業
結合会計の取得法（従来のパーチェス法）に
おける公正価値測定の原則は、それを究極的
に推し進めていくと、会計情報そのものが必
要でなくなるような重大な懸念を提起して
いるようにも思われる。本研究は、このよう
な問題意識のもと、財務会計が立脚している
キャッシュフローの配分計算としての利益
計算にたちかえって、取得法の測定の諸問題
を再検討しようとするものである。その結果、
重大な懸念と思われるものが表層的なもの
にすぎないのか、根本的な揺らぎを示唆する
ものなのか明らかにする。 
 
 
３．研究の方法 
本研究は、企業結合会計の測定問題につい

て利益計算の観点から再検討するために、
(1)利益計算に関する概念的な検討、(2)利益
計算と整合的な測定方法の検討、および(3)
具体的な測定問題の検討の3つを意識して調
査を行う。 
 
(1) 利益計算の概念的な検討については、経
済学上の所得（economic income）を参照枠
とした会計上の利益（accounting income）
に関する研究の整理を行う。特に、キャッシ
ュフローの配分計算としての会計上の利益
計算などを中心に整理する。 
 
(2) 測定概念の検討については、公正価値を
含む測定方法をキャッシュフローの配分計
算と整合的なキャッシュインフローとキャ
ッシュアウトフローに着目して整理する。 
 
(3) このような測定に関する概念的整理を
生かして、具体的な測定問題の検討を行う。
その結果、対価、識別可能資産負債、のれん、
およびいわゆる負ののれんなどの具体的な
測定問題に対して回答を出すこととしたい。 
 
 
４．研究成果 
 
(1) 2011 年度は、研究の目的にあった取得法
の測定の諸問題を再検討するべく、研究実施
計画にあった利益計算と整合的な測定方法
と具体的な測定問題の検討の一部を実施し
た。2011 年度の具体的な研究内容は、次のと
おりである。2007 年末から 2008 年初にかけ
て米国財務会計基準審議会（FASB）および国
際会計基準審議会（IASB）によって公表され
た企業結合会計基準を開発するうえで問題
になったのが、企業結合時に取得した偶発負
債の事後の扱いである。取得法においては、
認識要件を満たした偶発負債は、企業結合時



に認識され公正価値で測定される。しかし、
企業結合後に偶発負債の認識要件を満たさ
ないものについては、認識が中止され、その
金額だけ利得が生じる。これに対処するため
に開始されたとされるのが、IASB の負債プロ
ジェクトである。本研究では、そのプロジェ
クトにおいて IASB が提案している金融負債
と非金融負債という外形に着目した負債の
分類では、負債の測定を説明することができ
ないという問題意識のもと、経営者の期待に
着目した金融投資と事業投資といった投資
の性質による資産の分類を参照枠として、経
営者の期待に基づいて負債を分類するため
の論点を整理した。そのうえで、暫定的な結
論として、事前の期待を事後の事実で確かめ
る利益計算と整合的である、経営者の期待に
よる負債の分類モデルを提示した。 
そのモデルから示唆されるのは、負債が、

負債プロジェクト等において IASB が極端な
提案をするときに想定しているような主に
市場価格の変動を期待するものだけではな
いということである。当該研究の意義や重要
性は、このような示唆に加えて、原始的とは
いえ、そのような利益計算と整合的な負債の
分類モデルを初めて提示したところにある。 
 

(2) 2012 年度は、研究の目的にあった取得法
の測定の諸問題を再検討するべく、研究実施
計画にあった利益計算の概念的な検討と利
益計算と整合的な測定方法と具体的な測定
問題の検討の一部を実施した。2012 年度の具
体的な研究内容は、次のとおりである。 
1990 年代以降、従来の実現の考え方と整合

的な理論である投資の性質に着目した資産
負債評価の理論が発展してきている。これは、
投資の性質をいわゆる時価の変動を期待す
る金融投資と事業からの成果を期待する事
業投資とに 2分類して、資産負債の評価を説
明しようとするものである。しかし、時価の
変動を期待する典型的な金融投資にも、事業
からの成果を期待する典型的な事業投資に
も当てはまらない、その他の経営者の事前の
期待を有する投資がありうる。典型的な金融
投資や典型的な事業投資の2分類の限界を超
えて、投資の性質に着目した資産負債評価の
より上位にある、経営者の事前の期待とそれ
を確かめる事後の事実に立ち返って、それら
をもとに資産負債の評価の使い分けの論理
の再構成を試みた。もともとの意図が時価の
変動を期待する典型的な金融投資を切り分
けることであれば、それに沿った形で、時価
の変動を期待する投資とそれ以外のキャッ
シュフローの獲得等の期待をもつ投資とい
うように分けることができることを示した。 
当該研究の意義や重要性は、投資のすべてが
厳密には典型的な金融投資や典型的な事業
投資に2分類されるわけではないという指摘
に加えて、原始的とはいえ、開発当初の意図
に沿った形で投資の性質に着目した資産負
債評価の再構成を試みたところにある。 

 
(3) 2013 年度の研究の成果は、主に具体的な
測定問題の検討に関するものであり、具体的
には次のとおりである。 
取得法において特徴的なのれんを中心に、

徐々に増えつつある IFRS（国際財務報告基
準）を任意適用する日本企業の連結財務諸表
の注記を調査した。期末決算において日本基
準から IFRS へ移行した任意適用企業 8 社の
IFRS の初度適用の注記を観察し、その傾向を
見たうえで、IFRS の初度適用の注記でほとん
どの企業で取り上げられているのれんにつ
いて、連結財務諸表に対する影響を分析した。
その結果、純資産のれん比率や営業利益のれ
ん償却比率等を通して、連結貸借対照表にお
いても連結損益計算書においても、のれんの
非償却は影響がないとはいえないことがわ
かった。当該研究は、日本企業の IFRS への
移行の動機等の研究につながりうるもので
あり、今後の蓄積が俟たれる。 
 
研究期間全体を通じて実施した研究の成

果としては、前述の日本企業の IFRS の初度
適用とのれんの影響の研究のほか、利益計算
に関する概念的な検討、利益計算と整合的な
測定方法の検討と具体的な測定問題の検討
にわたるものとして、取得法に端を発する
IASB（国際会計基準審議会）の負債プロジェ
クトに問題意識とした負債の測定と損益計
算の研究および投資の性質に着目した資産
負債評価の再整理の研究がある。資産負債評
価の再構成を試みたところに意義があると
考えられる。 
重大な懸念と思われるものが表層的なも

のにすぎないのか、根本的な揺らぎを示唆す
るものなのかに関する結論は、今後の研究の
蓄積が必要である。また、体系的にまとめる
ことについては、今後の課題としたい。 
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